
新見市職員の給与及び定員管理等についての概要をお知らせします。

１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成２０年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項

平成17年3月31日に、旧新見市と大佐町、神郷町、哲多町、哲西町が合併し、新見市となりました。

そのため、比較する年度の公表数値がない項目があります。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

　　　　　　給与水準を示す指数です。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

　　　　　　単純平均したものです。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

岡山県 42.3 309,829 388,670 339,322

国 －

379,639

区分

新見市

41.5

43.3 329,354

325,521

20年度

類似団体

499 1,971,737 249,781

％

19.9

平均年齢 平均給料月額

821,856

職員数 一人当たり給与費

給　 料 職員手当

20年度

　　　　　　Ａ

給　　与　　費区分

18.9

千円 千円 千円 ％

区　　分 歳出額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　（21年3月31日）

新見市職員の給与・定員管理等について

実質収支 （参考）

　　　　　Ｂ／Ａ　　　

人件費率人件費

　　　　　　Ｂ １９年度の人件費率

519,37723,555,732 4,458,30534,946

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

3,043,374 6,099

人　

359,990

391,770

354,860

398,549

平均給与月額
（国ベース）

336,90043.8

平均給与月額

(H16)
95.6

(H16)
98.2

(H21)
98.4

(H21)
95.9

(H21)
95.9

90

95

100

105

新見市 類似団体平均 全国市平均
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　　　　②技能労務職

職員数

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※ 少人数のため公表を控えている箇所があります。

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成18年～20年の3ヵ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外手当　　　　 

　　　　　　　　などの諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされています。　　　　　 

　　　　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手　　　　

　　　　　　　　当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

(2) 職員の初任給の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※ 少人数のため公表を控えている箇所があります。

国

172,200

140,100

－

－ －

うち
学校給食員

5,013,820 3,124,200 1.60

うち
その他

41.0 3 －

－

経験年数１５年 経験年数２０年

311,278

279,294

－

351,767

－

－

経験年数１０年

172,200

岡　　山　　県

180,900

144,000

144,000140,100

137,200 133,920

168,237

133,920

参    考

区　　分

公務員
（Ｃ）

民間
（Ｄ）

Ｃ／Ｄ

年収ベース（試算値）の比較

うち
自動車運転
手

－ －

－

－

うち
その他

－

－

うち
清掃職員

－ －

新見市 － －

－

－

294,900 317,091

－

－

307,161

平均年齢

280,60046.2

大　学　卒

区 分 新　　見　　市 岡山県（削減後）

一般行政職

技能労務職

技能労務職

一般行政職

高　校　卒

高　校　卒

高　校　卒

高　校　卒

区　　　         分

大　学　卒 －

－

47.7

－

287,400 307,560

284,679

－

46.0

47.0

47.6

－48.9

－

3

－ － －

－

－

調理士

－

－

－

－

－

42.3

－

うち
学校給食員

うち
清掃職員

新見市

－

－

4,784

36

23

2

15

類似団体

平均給与月額
（国ベース）

－

－

225,900

－

－

－

320,623

うち
自動車運転
手

Ａ／Ｂ

参考民　　　間

区　　分

平均年齢
対応する民間
の類似職種

平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）

－

－

1.36

－

－

岡山県 48.3 383 341,535 384,173 － － －

国

306,447

公　　務　　員

－

平均給与月額
（国ベース）

287,026

－

291,000

－

353,067

－
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在）

（注）１　新見市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

６　　級

５　　級

区　　分 職員数

1.35%

12.12%

15.15%

８　　級

4.38%

構成比標準的な職務内容

15.82%

16.50%

2.69%
主事、技師、消防士、教諭又はこれに
相当する職務

49人

8人１　　級

２　　級

297人 100.00%合　　　　　計

勤務成績を昇給には反映させておらず、現在は一律としている

31.99%

部長の職務又はこれに相当する職務

支局長の職務、部次長又はこれに相当す
る職務、支局次長の職務、参与の職務

課長の職務又はこれに相当する職
務、参事の職務

課長補佐の職務又はこれに相当する
職務、主幹の職務

係長の職務又はこれに相当する職
務、主査の職務

主任の職務

主事、技師、消防士、教諭又はこれに
相当する職務

4人

13人

95人

36人

45人

７　　級

47人４　　級

３　　級

2.54%2.69%

20.32%16.50%

26.35%31.99%

14.29%
15.82%

15.56%
15.15%

13.02%
12.12%

6.03%4.38%
1.90%1.35%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（20年度） １人当たり平均支給額（20年度） １人当たり平均支給額（20年度）

千円　 千円　 千円　

（20年度支給割合） （20年度支給割合） （20年度支給割合）

　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

(2) 退職手当（２１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　－　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　１人当たり平均支給額は、全退職手当受給者の平均額です。

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額です。

 (3) 調整手当（２１年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

3.0 1.5 1.5

(1.6)

新　　　見　　　市

1,634

3.0

国

－

岡　　　山　　　県

1,800

1.5

（0.75）

3.0

(1.6)

59.28

定年前早期退職特例措置

（0.75）(－) （－）

定年前早期退職特例措置

41.34

59.28 59.28

33.50

47.50

（2％～20％加算）

59.28

25,544－

支給対象職員数

（2％～20％加算）

41.34

国

59.28

33.50

国の制度（支給率）

-

59.28

勤務成績を期末勤勉手当には反映させておらず、現在は一律支給としている

支給率

該当なし

支給対象地域

47.50

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

23.50 30.55 23.50 30.55

新　　　　見　　　　市

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

-

-

-支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

支給実績（20年度決算）

-
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 (4) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（２１年４月１日現在）

円

円

円

円

58,073－

持家、借家などの区分に
より2,500～27,000円
交通機関利用者は55,000円まで　自動車など
の利用者は距離により2,520～50,000円

支給実績（19年度決算） 68,196

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算） 122

作業従事職員

支給実績国の制度と

除雪業務

１回につき９５０円

へい死した野良犬等の死体処理 1件につき３５０円

日額　　２００円

月額１，４３０円

除雪業務手当 作業従事職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

手当の種類（手当数）

主な支給対象業務

防疫等作業手当

野良犬等死体処理手当 作業従事職員

支給実績（20年度決算）

火葬業務に従事（夜間）

級による定
額

15,337

距離計算
による

77,641

48,328

水道企業職員特殊勤務手当

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

死体処理手当

173,694

296,491

千円

千円

支給職員１人当たり

平均支給年額異なる内容との異同

支給実績（20年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

社会福祉主事手当

職級により２0,000～
38,000円

同

異

異

通勤手当

管理職手当

扶養手当 同
配偶者、子どもなどの区
分により6,000～13,000

内容及び支給単価

主な支給対象職員

9,000

水道課において作業従事職員

作業従事職員

国の制度

業務を担当する職員

日額７００円

行旅死亡人の収容、処理

住居手当

手　当　名

215,885

184,783

１体につき２，８２０円

（20年度決算）

（20年度決算）

千円

千円

１回につき４，２３０円

伝染病の防疫、患者の収容

日額１，２２０円

日額１，３００円

－

工事のため勤務時間外又は休
日作業に従事

63,708

174

手当の名称

1

99

9

左記職員に対する支給単価

火葬業務に従事 １体につき１，４００円

作業従事養護老人ホーム職員 入所者の死体処置

作業従事保健師

火葬業務手当 作業従事職員

入所者死亡処置手当

保健指導業務手当
結核患者の家庭を訪問して保
健指導を行う

要保護者の調査、指導
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５　特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

普
通
会
計
部
門

　　　　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

教 育 部 門

消 防 部 門

小 計

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

水 道

下 水 道

そ の 他

小 計

合　　計

　（支給時期）

対前年
増減数

主な増減理由
平成２０年

任期ごと

4.40

3.25

　　（20年度支給割合）

0

549 △ 25

31 △ 2 事務の統廃合縮小による

80 2 欠員補充による

173

14 0

事務の統廃合縮小による

△ 2 事務の統廃合縮小による

0

△ 22
<参考>
人口１万人当たり職員数　86.99人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数　72.65人）

29

4

47

14

524

340,000

365,000

　　（20年度支給割合）

〃

860,000

695,000

期
末
手
当

　　（算定方式）

一
般
行
政
部
門

議 会 5

農 林 水 産

民 生 81

27

540/100

[   666  ］

5 △ 1

50 △ 3

173

82

4

[   666  ］

市長

435,000

区 分 給 料 月 額 等

給
料

退
職
手
当

議長

議員

5

副市長

議長

報
酬

市長

副市長

副議長

市長

副議長

議員

495,000 274,000

（参考）類似団体における最高／最低額

455,0001,010,000

800,000 347,500

234,000

400,000 220,000

440,000

副市長 360/100

職員数

9391

小 計 326

平成21年

304

商 工

△ 8

△ 1

土 木 35 37 △ 2

30 △ 3

4 0

事務の統廃合縮小による

総 務 企 画 103 108 △ 5 事務の統廃合縮小による

税 務 16

事務の統廃合縮小による

事務の統廃合縮小による△ 3

事務の統廃合縮小による

89 事務の統廃合縮小による

衛 生 33 36

17
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(2) 年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在）

　

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　①　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

　（参考）　定員適正化計画目標（数・率）

 ②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

純減率
平成１７年４月１日

職員数
平成22年４月１日

職員数

644 565 79 12.3

人 人 人 ％

純減数

計

人

524

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

～ ～

52歳

～

20歳 20歳 24歳 28歳
～

40歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳

59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳

23 38

23歳 27歳 31歳 55歳43歳 47歳 51歳

99 59 060 44 43 61

数値目標

職員数

始　期 終　期

812

人 人 人

14

人 人

平成17年4月1日 平成22年3月31日 565

計画期間

　合併によってふくらんだ職員数をスリム化し、簡素で効率的な行財政システム
構築の観点から、平成２２度までに合併協議で掲げた消防職員・短期大学職員
を除き、新見市行財政改革集中改革プラン、新見市行財政改革大綱に基づき、
対平成１６年度比２０．０％の削減を目指します。
このことを踏まえ、今後の退職、新規採用の状況等を長期的な観点から勘案し
て、平成１７年４月１日現在の全職員数６４４人を基準とし、５年間で７９人
（１２．３％）の削減を目標とします。
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③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要　（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、17年～21年の５年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

△ 25

524

0

△ 3

47

27

304

2

2

0

５　年　目

22

0

△ 22

549

50

65

6

△ 59

２０　　年

４　年　目

△ 20

326

44

4

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

13

特別行政

減員

職員数 244 234

（参考）

数値目標

10

差引 △ 10

３　年　目

一般行政

減員

増員

差引

職員数

計

１６　　年 １７　　年 １８　　年 １９　　年 １７年～２１年

計画前年 １　年　目 ２　年　目

２１　　年

104

31

13 33 15

1

21

△ 6 △ 12

0 27 3

△ 73

377 364 358 346 304

△ 13

15 84

増員 0 2 5 13

△ 11 △ 10 △ 71△ 40

223 213 173173 173

公営企業
等  会  計

減員 3

増員 0

差引 △ 3

1 2 9

6 0 7

0

1

3

5 △ 2 △ 21

職員数 49 46 51 49 47

計

減員 26 47 32 197

増員 0 35 8 512

職員数 670 644 632

差引 △ 26 △ 12

608 524 565

△105△146（139.0％）△ 24
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